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3. 届出排出量及び移動量の動向
（全国・全業種）

4. 業種別の届出排出量及び移動量の動向
5. 都道府県別の届出排出量及び移動量の
動向

6. まとめ



１．ＰＲＴＲデータの流れと
ＮＩＴＥの役割



ＰＲＴＲデータの公表状況

第５回集計結果（平成１７年度分）の公表平成１９年２月２３日

第４回集計結果（平成１６年度分）の公表平成１８年２月２４日

新ＰＲＴＲ分析システム（けんさくん）の公開

第３回集計結果（平成１５年度分）の公表平成１７年３月１８日

新ＰＲＴＲ届出管理システムの運用開始平成１７年３月～

大気濃度マップシステムの公開平成１６年１０月

ＰＲＴＲデータ検索システムの公開

インターネットによる開示スタート

第２回集計結果（平成１４年度分）の公表平成１６年３月２９日

ＰＲＴＲ排出量マップシステムの公開平成１５年５月～

届出対象事業者の年間取扱量の要件を５トン以上から１トン以上に変更平成１５年４月～

第１回集計結果（平成１３年度分）の公表平成１５年３月２０日

事業者からの届出のスタート平成１４年４月～

事業者による排出量等の把握のスタート平成１３年４月～

化学物質排出把握管理促進法の公布平成１１年７月

出来事時期



ＰＲＴＲデータの流れ

対象事業者

（届出）

届出以外

（推計）

自治体

（経由）

国
（
記
録
・
集
計
）

届出の対象とならない
事業所、家庭、自動車
などの移動体 応じた集計）

自治体集計結果・
個別データ
の提供

公表（地域ニーズに

国

民

集計結果の公表

個別事業所についての
PRTRデータの開示請求

開示



ＰＲＴＲ制度におけるＮＩＴＥの役割

ＰＲＴＲ対象事業者

都道府県等

事業所管大臣

ＰＲＴＲｻﾎﾟｰﾄセンター

（届出の電子化・内容の確認）

届出内容の記録・集計農林水産大臣・
国土交通大臣宛
の場合

経済産業省
環境省

公表

届出内容確認の
依頼を受けた大臣
宛の場合

（経、環、防、財、
文、厚）

講演会等

ＮＩＴＥホームページ
（日本語、英語）

届出

産業界

問合わせ対応

講師派遣

ｳｪﾌﾞﾍﾟｰｼﾞによる技
術情報提供

情報収集

Ｎ Ｉ Ｔ Ｅ

システム開発



平成１７年度ＰＲＴＲデータの概観

111,000t（18%）

非対象業種

農業、建設、飲食業等

55,000t（9.1%）

家庭

農薬、塗料、洗剤等

届出対象

【届出事業所数 40,823（全国）】

259,000t（43%）

届出対象外

【20人以下、1t未満】

59,000t（10%）

対象業種

金属鉱業、製造業、電気業等

124,000t（20%）

移動体 自動車、二輪車、特殊自動車、船舶、鉄道、航空機

◇排出量 総排出量 607,000ｔ（100%）

事業者からの届出 国による推計

◇移動量
届出対象

【届出事業所数 40,823（全国）】

231,000ｔ



２．届出件数の動向



届出数の推移

３３４２１８,４９１４０,３３１１３,８１５１６

３３４２１８,８０４４１,０７５１４,０４１１５

３３３１８６,１２３３４,４９７１２,１１５１４

３３７１８２,７１４３４,８２０１２,４５１１３

３３０

届出物質数
（種類）

２２２,６０１４０,８２３１４,２４１１７

届出物質数
（のべ）

届出
事業所数

届出
事業者数

年
度

16%増 19%増 18%増 ほぼ横ばい

＊１５年度の届出分から届出事業所の対象化学物質の取扱量
要件が５トンから１トンに引き下げられ、対象事業者が拡大。



届出方法別の届出事業所数の推移
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３．届出排出量及び移動量の動向
（全国・全業種）



排出量及び移動量の推移
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1事業所当たりの平均排出量及び移動量
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排出量の上位物質
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排出量の増減各上位物質（13-17年度）
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大気への排出量の上位物質
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公共用水域への排出量の上位物質
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土壌への排出量の上位物質
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事業所内の埋立処分量の上位物質

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
H

1
3

H
1
4

H
1
5

H
1
6

H
1
7

H
1
3

H
1
4

H
1
5

H
1
6

H
1
7

H
1
3

H
1
4

H
1
5

H
1
6

H
1
7

H
1
3

H
1
4

H
1
5

H
1
6

H
1
7

H
1
3

H
1
4

H
1
5

H
1
6

H
1
7

H
1
3

H
1
4

H
1
5

H
1
6

H
1
7

H
1
3

H
1
4

H
1
5

H
1
6

H
1
7

H
1
3

H
1
4

H
1
5

H
1
6

H
1
7

H
1
3

H
1
4

H
1
5

H
1
6

H
1
7

H
1
3

H
1
4

H
1
5

H
1
6

H
1
7

鉛
及び

その化合物

マンガン
及び

その化合物

砒素
及びその
無機化合物

アンチモン
及び

その化合物

亜鉛の
水溶性
化合物

クロム及び
三価クロム
化合物

ニッケル
化合物

カドミウム
及び

その化合物

セレン
及び

その化合物

銅水溶性塩

事
業
所
内
の
埋
立
処
分
量

(ト
ン

)



移動量の上位物質
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移動量の増減各上位物質（13-17年度）
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廃棄物としての移動量の上位物質
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下水道への移動量の上位物質
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４．業種別の届出排出量及び移動量の動向



排出量の上位業種
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排出量減少上位業種（13-17年度）③
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移動量の上位業種
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５．都道府県別の届出排出量及び移動量の
動向
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都道府県別排出量及び移動量の推移（3）
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６．まとめ①

• 総排出量は、１５年度の取扱量要件の変更（５ｔ→１ｔ）に
伴い微増したものの、毎年概ね減少している。
特に、大気への排出量が大きく減少（20%減）。

• 総移動量は、１５年度に増加したものの、その後はほぼ
横ばいとなっている。

• 排出量では全体的に大気への排出量が多いが、特定の
物質（無機化合物）・業種（鉄鋼業、非鉄金属製造業、金
属製品製造業等）・都道府県（北海道、秋田、広島、宮崎
等）では、埋立処分量が大きな割合を占めている。



６．まとめ②

• トルエン、キシレン等大気への排出量の多い物質の減少
→化学工業、出版・印刷・同関連産業、パルプ・紙・紙加工
品製造業に代表されるように、業界団体におけるVOC排
出抑制のための取組の効果と考えられる。

• 混合キシレン中のエチルベンゼンの排出量の把握
• 届出対象外である非水溶性のふっ化カルシウムの誤届
出の減少

→PRTR制度の正しい理解が深まり、排出量や移動量の
把握がより的確になってきた。

「平成17年度PRTR届出データの過年度との比較」報告書
→ http://www.prtr.nite.go.jp/prtr/prep.htmlより公表



NITEにおける化管法サポート体制
• お問い合せ窓口
○ＰＲＴＲ届出物質、届出要件、排出量算出方法等について

PRTRサポートセンター
TEL:03-5465-1681 e-mail：support@prtr.nite.go.jp

○ＰＲＴＲ電子届出システム及びＰＲＴＲ届出管理システムの操作方法につ
いて

ＰＲＴＲシステムサポート
TEL:03-5465-1683 e-mail：info@prtr.nite.go.jp

○届出方法、排出量等届出の照会内容、その他について

化学物質管理センター リスク管理課
TEL:03-3481-1967 e-mail：todokede@prtr.nite.go.jp

• 化管法に関するホームページ
→http://www.prtr.nite.go.jp/index.html

http://www.prtr.nite.go.jp/index.html
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